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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
外部より加熱されることで内部の圧力が上昇するよう構成した圧力容器と、前記圧力容器
を加熱して加圧する加熱手段と、前記圧力容器の温度を検出する温度検出手段と、前記加
熱手段による前記圧力容器の加熱を制御する制御手段と、を備え、前記制御手段は、駆動
手段を介して通電率で加熱量を制御し第１の加熱量にして加熱を開始し制御温度に達する
まで加熱を継続して停止し、前記温度検出手段で検出した検出温度が前記制御温度より高
く安全装置の動作温度より低い温度に設定された上リミッタ温度を超えたとき、前記検出
温度が前記制御温度を下回ると前記加熱手段の加熱量を前記第１加熱量より所定量低い第
２の加熱量にして前記制御温度に達するまで加熱を継続して通電を停止し、さらに、前記
検出温度が前記上リミッタ温度を超えたとき、前記検出温度が前記制御温度を下回ると前
記加熱手段の加熱量を前記第２加熱量より所定量低い第３の加熱量にして前記制御温度に
達するまで加熱を継続して停止し、前記検出温度が前記制御温度を超えた後、前記制御温
度より低く設定された下リミッタ温度を下回ったとき、前記加熱手段の加熱量を前記下リ
ミッタ温度を下回る前の前記第２の加熱量にして前記制御温度に達するまで加熱を継続し
て停止し、前記検出温度が前記上リミッタ温度を超えた後前記制御温度を下回ると前記第
３の加熱量に戻して前記制御温度に達するまで加熱を継続して停止する温度制御をする電
気圧力鍋。
 
【発明の詳細な説明】
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【技術分野】
【０００１】
　本発明は、圧力容器内に圧力を加えて調理する電気圧力鍋に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来、この種の電気圧力鍋は、つぎのような加熱制御をしている。つまり、電気圧力鍋
の制御装置は、圧力容器を加熱する電気発熱体と、タイムスイッチと調理圧力選択手段と
温度センサとを設け、設定された調理圧力に相当する制御温度までは電気発熱体を連続通
電し、制御温度に達すると電気発熱体をオンオフさせることにより温度制御を行い、同時
に調理時間を設定したタイムスイッチを動作させ、設定された調理時間後に通電を停止す
るという自動調理を行っていた（例えば、特許文献１参照）。
【特許文献１】特開昭５２－２４７６９号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　このような従来の電気圧力鍋では、設定された調理圧力に相当する制御温度までは電気
発熱体を連続通電するため、調理容量が少ない場合は、電気発熱体の余熱により圧力容器
内部の温度が制御温度より高くなるいわゆるオーバーシュート現象を発生する。圧力容器
に投入された調理物の量、すなわち調理容量が少ない場合は、温度上昇が大きくなり、圧
力容器内の圧力が高くなったときに動作する錘の動作圧力を超えて、蒸気が吹き出る場合
があった。蒸気が漏れると、やけど等危険であるばかりか、圧力容器内の温度むらも大き
くなるため、均一な調理性能を得ることが難しいという問題を有していた。
【０００４】
　この解決策として、発熱体の容量を低く設定してオーバーシュートを少なくすることは
可能であるが、昇温時間が長くなる等で使い勝手が悪くなるという問題を有していた。
【０００５】
　本発明は上記従来の課題を解決するもので、調理容量が少ない場合などで蒸気が漏れて
も、すぐに加熱量を低くして蒸気漏れをなくし、温度むらも少なく、良好な調理性能を得
ることを目的としている。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明は上記目的を達成するために、本発明の電気圧力鍋は、外部より加熱されること
で内部の圧力が上昇するよう構成した圧力容器と、前記圧力容器を加熱して加圧する加熱
手段と、前記圧力容器の温度を検出する温度検出手段と、前記加熱手段による前記圧力容
器の加熱を制御する制御手段と、を備え、前記制御手段は、駆動手段を介して通電率で加
熱量を制御し第１の加熱量にして加熱を開始し制御温度に達するまで加熱を継続して停止
し、前記温度検出手段で検出した検出温度が前記制御温度より高く安全装置の動作温度よ
り低い温度に設定された上リミッタ温度を超えたとき、前記検出温度が前記制御温度を下
回ると前記加熱手段の加熱量を前記第１加熱量より所定量低い第２の加熱量にして前記制
御温度に達するまで加熱を継続して通電を停止し、さらに、前記検出温度が前記上リミッ
タ温度を超えたとき、前記検出温度が前記制御温度を下回ると前記加熱手段の加熱量を前
記第２加熱量より所定量低い第３の加熱量にして前記制御温度に達するまで加熱を継続し
て停止し、前記検出温度が前記制御温度を超えた後、前記制御温度より低く設定された下
リミッタ温度を下回ったとき、前記加熱手段の加熱量を前記下リミッタ温度を下回る前の
前記第２の加熱量にして前記制御温度に達するまで加熱を継続して停止し、前記検出温度
が前記上リミッタ温度を超えた後前記制御温度を下回ると前記第３の加熱量に戻して前記
制御温度に達するまで加熱を継続して停止する温度制御をする構成にしたものである。
 
【０００７】
　これにより、調理容量が少ない場合などで蒸気が漏れても、すぐに加熱量を低くして蒸
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気漏れをなくすことができ、温度むらも少なく、良好な調理性能を得ることができる。ま
た、調理途中で、停電などで温度が低下した場合でも、加熱量を多くしてすばやく設定温
度に復帰することができる。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明の電気圧力鍋は、調理容量が少ない場合などで蒸気が漏れても、すぐに加熱量を
低くして蒸気漏れをなくすことができ、温度むらも少なく、良好な調理性能を得ることが
できる。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００９】
　本発明は、外部より加熱されることで内部の圧力が上昇するよう構成した圧力容器と、
前記圧力容器を加熱して加圧する加熱手段と、前記圧力容器の温度を検出する温度検出手
段と、前記加熱手段による前記圧力容器の加熱を制御する制御手段と、を備え、前記制御
手段は、駆動手段を介して通電率で加熱量を制御し第１の加熱量にして加熱を開始し制御
温度に達するまで加熱を継続して停止し、前記温度検出手段で検出した温度が前記制御温
度より高く安全装置の動作温度より低い温度に設定された上リミッタ温度を超えたとき、
前記検出温度が前記制御温度を下回ると前記加熱手段の加熱量を前記第１加熱量より所定
量低い第２の加熱量にして前記制御温度に達するまで加熱を継続して通電を停止し、さら
に、前記検出温度が前記上リミッタ温度を超えたとき、前記検出温度が前記制御温度を下
回ると前記加熱手段の加熱量を前記第２加熱量より所定量低い第３の加熱量にして前記制
御温度に達するまで加熱を継続して停止し、前記検出温度が前記制御温度を超えた後、前
記制御温度より低く設定された下リミッタ温度を下回ったとき、前記加熱手段の加熱量を
前記下リミッタ温度を下回る前の前記第２の加熱量にして前記制御温度に達するまで加熱
を継続して停止し、前記検出温度が前記上リミッタ温度を超えた後前記制御温度を下回る
と前記第３の加熱量に戻して前記制御温度に達するまで加熱を継続して停止する温度制御
をする構成にしたものであり、調理容量が少ない場合などで、温度検出手段で検知した温
度が制御温度より高くなり、上リミッタ温度を超えて蒸気が漏れても、すぐに加熱量を低
くして蒸気漏れをなくすことができ、温度むらも少なく、良好な調理性能を得ることがで
きる。
【００１０】
　また、調理途中で、停電などで温度が低下した場合でも、加熱量を多くしてすばやく設
定温度に復帰することができる。
【００１１】
　以下、本発明の実施の形態について、図面を参照しながら説明する。なお。この実施の
形態によって本発明が限定されるものではない。
【００１２】
　（実施の形態１）
　図１は本発明の実施の形態１における電気圧力鍋の要部ブロック図、図２は同電気圧力
鍋の断面図、図３は同電気圧力鍋の操作表示部の拡大正面図をそれぞれ示すものである。
【００１３】
　図２に示すように、圧力鍋本体１は、上面を開口し、この圧力鍋本体１の内部に圧力容
器２を収納している。圧力容器２は、有底の容器３とこの容器３の上面開口部を開閉自在
に覆う蓋４とで構成し、外部より加熱されることで内部の圧力が上昇するよう構成してい
る。蓋４は、加圧時は蓋４と容器３に環状のパッキング５が密着し、この蓋４の上面には
重錘式の調圧弁６を設けている。調圧弁６は外部と貫通する圧力調整孔７と、これを上方
より閉塞する重錘８で圧力を保持する構成としている。
【００１４】
　温度検出手段９は、圧力容器２の底部の温度を検知するもので、圧力容器２に圧接する
ようにしている。加熱手段１０は、圧力容器２を加熱して圧力容器２内を加圧するもので
、加熱体により構成している。
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【００１５】
　制御装置１１は、加熱手段１０による圧力容器２の加熱を制御するもので、圧力鍋本体
１の側面に設けており、図１に示すように構成している。すなわち、図１に示すように、
入力手段１２は、使用者が入力設定するもので、圧力容器２内の圧力を選択する圧力選択
手段１３と、調理時間を設定する時間設定手段１４と、所定の圧力と時間を設定した複数
の調理メニューより選択するメニュー選択手段１５と、調理をスタートさせる調理スター
ト手段１６と、保温をオフする保温オフ手段１７とを有し、マイクロコンピュータにより
構成した制御手段１８に入力している。
【００１６】
　制御手段１８は、駆動手段１９を介して加熱手段１０を制御し、圧力容器２の加熱を制
御する。表示手段２０は、図３に示すように、ＬＣＤ２１により構成し、制御装置１１の
表面に設けた操作表示部２２に、時間を表わす数字と、圧力容器２内の圧力を指示する矢
印と、メニュー選択手段１５により選択した調理メニューを指示する矢印とを表示するよ
うにしている。報知手段２３は、入力手段１２を操作したとき操作したことを報知したり
、調理終了時に終了音を報知するものである。記憶手段２４は、電源をオフしても記憶内
容を保持する不揮発性メモリなどで構成し、メニュー選択手段１５にて選択される調理メ
ニューを記憶している。
【００１７】
　操作表示部２２には、図３に示すように、圧力選択手段１３を構成する圧力選択キー２
５と、時間設定手段１４を構成する時間設定キー２６と、メニュー選択手段１５を構成す
るメニュー選択キー２７と、調理スタート手段１６を構成する調理スタートキー２８と、
保温オフ手段１７を構成する保温オフキー２９とを設けている。なお、図３は、電源スイ
ッチを入れ、調理を開始するまでの初期待機状態を示し、圧力を低圧に設定し、調理時間
を０分としている。
【００１８】
　温度上昇率検出手段３０は、温度検出手段９の入力により加熱手段１０の温度上昇率を
測定するもので、詳細は後述する。
【００１９】
　ここで、制御手段１８は、温度検知手段９で検知した温度が制御温度Ｔｓより高く、安
全装置の動作温度Ｔｘより低い温度に設定された上リミッタ温度ＴＨを超えたとき、加熱
手段１０の加熱量を所定量低くするよう構成し、また、温度検知手段９で検知した温度が
制御温度Ｔｓを超えた後、制御温度Ｔｓより低く設定された下リミッタ温度ＴＬを下回っ
たとき、加熱手段１０の加熱量を所定量高くするよう構成している。
【００２０】
　上記構成において図４を参照しながら動作を説明する。図４は本実施の形態における電
気圧力鍋の調理工程でのタイムチャートを示すものである。
【００２１】
　圧力容器２内に調理物を入れて圧力鍋本体１内に収納し、電源を入れて動作を開始する
と、図３に示すように、ＬＣＤ２１に圧力が低圧で、調理時間が０分と表示する。つぎに
、メニュー選択キー２７をオンすると、記憶手段２４に記憶している調理メニューを読み
出す。つぎに、圧力容器２内の圧力と調理時間を設定した後、図４の時刻ｔ０で調理スタ
ートキー２８をオンすると調理がスタートし、加熱手段１０により圧力容器２の加熱を開
始する。このとき、加熱手段１０には通電率３２／３２にて通電する。
【００２２】
　温度検知手段９で検知した温度が曲線Ｔａで示すように上昇し、時刻ｔ１にて制御温度
Ｔｓに達すると、制御手段１８は加熱手段１０への通電を停止するが、温度検知手段９で
検知した温度は上昇を続け、上リミッタ温度ＴＨを超えた後低下する。そして、制御温度
Ｔｓを下回った時刻ｔ２にて加熱手段１０に通電率２５／３２にて通電する。これにより
、温度検知手段９で検知した温度は上昇を開始し、時刻ｔ３にて制御温度Ｔｓに達すると
、制御手段１８は加熱手段１０への通電を停止する。しかし、温度検知手段９で検知した
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温度は上昇を続け、上リミッタ温度ＴＨを超えた後低下する。そして、制御温度Ｔｓを下
回った時刻ｔ４にて、加熱手段１０への通電率を２０／３２として通電し、加熱手段１０
の加熱量を所定量低くする。これにより、時刻ｔ５にて制御温度Ｔｓに達して加熱手段１
０への通電を停止した後の温度検知手段９で検知した温度は、上リミッタ温度ＴＨを超え
ることなく、時刻ｔ７までの間に示すように、温度制御をすることができる。
【００２３】
　つぎに、時刻ｔ７と時刻ｔ８との間で停電などが発生し温度検知手段９で検知した温度
が制御温度Ｔｓを超えた後、時刻ｔ８にて温度検知手段９で検知した温度が制御温度Ｔｓ
より低く設定された下リミッタ温度ＴＬを下回ると、加熱手段１０への通電率を２５／３
２として通電し、加熱手段１０の加熱量を所定量高くする。これにより、温度検知手段９
で検知した温度は再び上昇を開始し、時刻ｔ９にて制御温度Ｔｓに達すると、制御手段１
８は加熱手段１０への通電を停止するが、温度検知手段９で検知した温度は上昇を続け、
上リミッタ温度ＴＨを超えた後低下する。そして、制御温度Ｔｓを下回った時刻ｔ１０に
て、加熱手段１０への通電率を２０／３２として通電することにより、それ以降は上リミ
ッタ温度ＴＨを超えることなく、温度制御をすることができる。
【００２４】
　以上のように、本実施の形態においては、外部より加熱されることで内部の圧力が上昇
するよう構成した圧力容器２を加熱手段１０により加熱して加圧し、圧力容器２の温度を
温度検出手段９により検出し、制御手段１８により加熱手段１０による圧力容器２の加熱
を制御するよう構成し、制御手段１８は、温度検知手段９で検知した温度が制御温度Ｔｓ
より高く安全装置の動作温度より低い温度に設定された上リミッタ温度ＴＨを超えたとき
、加熱手段１０の加熱量を所定量低くするよう構成したから、調理容量が少ない場合など
で、温度検知手段９で検知した温度が制御温度Ｔｓより高くなり、上リミッタ温度ＴＨを
超えて蒸気が漏れても、すぐに加熱量を低くして蒸気漏れをなくすことができ、温度むら
も少なく、良好な調理性能を得ることができる。
【００２５】
　また、制御手段１８は、温度検知手段９で検知した温度が制御温度Ｔｓを超えた後、制
御温度Ｔｓより低く設定された下リミッタ温度ＴＬを下回ったとき、加熱手段１０の加熱
量を所定量高くするよう構成したから、調理途中で、停電などで温度が低下した場合でも
、加熱量を多くしてすばやく設定温度に復帰することができる。
【００２６】
　（参考の実施の形態１）
　図５は本発明の参考の実施の形態１における電気圧力鍋の圧力容器を装着していない状
態の一部切欠した断面図を示すものである。
【００２７】
　図５に示すように、温度検出手段９は、外周に突出部３１を有して上下に移動可能に構
成しており、圧力容器２が装着されていない状態では、上方に移動して突出部３１が加熱
手段１０に接するように構成している。
【００２８】
　ここで、図１に示す制御手段１８は、温度検出手段９の出力が設定値を超えた場合、全
停止するよう構成している。他の構成は上記実施の形態１と同じであるので説明を省略す
る。
【００２９】
　上記構成において図４を参照しながら動作を説明する。なお、圧力容器２を装着してい
るときの動作は、上記実施の形態１の動作と同じであるので説明を省略する。
【００３０】
　圧力容器２を装着しない状態で、加熱手段１０に通電率３２／３２にて通電を開始する
と、温度検知手段９で検知した温度は、図４の直線Ｔｂで示すように、ほぼ直線的に急勾
配で上昇する。この温度検出手段９の出力が設定値、たとえば、圧力容器２内の圧力が高
くなったときに動作する錘の動作温度、すなわち安全装置の動作温度Ｔｘ（１４０℃）を
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超えた場合、制御手段１８は、全停止することで、圧力容器２を装着していない場合に連
続通電して、加熱手段１０が故障することを防止することができる。
【００３１】
　以上のように、本参考の実施の形態においては、外部より加熱されることで内部の圧力
が上昇するよう構成した圧力容器２を加熱手段１０により加熱して加圧し、圧力容器２の
温度を温度検出手段９により検出し、制御手段１８により加熱手段１０による圧力容器２
の加熱を制御するよう構成し、圧力容器２が装着されていない場合は温度検出手段９が加
熱手段１０に接するように構成し、制御手段１８は、温度検出手段９の出力が設定値を超
えた場合、全停止するよう構成したから、圧力容器２が装着されていないと温度検出手段
９が直接加熱手段１０に当接するため、圧力容器２があるときに比べて異常に温度が上昇
し、温度検出手段９の出力が設定値を超えた場合全停止することで、圧力容器２を装着し
ていない場合に連続通電して加熱手段１０が故障することを防止することができるととも
に、圧力容器２の有無をマイクロスイッチ等の検知手段を必要とせず、簡単な構成で検知
することができる。
【００３２】
　（参考の実施の形態２）
　図５に示す温度検出手段９は、上記参考の実施の形態１と同様に、外周に突出部３１を
有して上下に移動可能に構成しており、圧力容器２が装着されていない状態では、上方に
移動して突出部３１が加熱手段１０に接するように構成している。
【００３３】
　また、図１に示す制御手段１８は、温度上昇率検出手段３０により得た温度上昇率が設
定値以上である場合、全停止するよう構成している。他の構成は上記実施の形態１または
参考の実施の形態１と同じであるので説明を省略する。
【００３４】
　上記構成において図４を参照しながら動作を説明する。なお、圧力容器２を装着してい
るときの動作は、上記実施の形態１の動作と同じであるので説明を省略する。
【００３５】
　圧力容器２を装着しない状態で、加熱手段１０に通電率３２／３２にて通電を開始する
と、温度検知手段９で検知した温度は、図４の直線Ｔｂで示すように、ほぼ直線的に急勾
配で上昇する。このときの温度検知手段９で検知した温度上昇の勾配は、図４から明らか
なように、圧力容器２を装着した状態での温度上昇の勾配より大きい。したがって、温度
上昇率検出手段３０により得た温度上昇率が設定値、例えば、圧力容器２を装着した状態
での温度上昇の勾配以上である場合、制御手段１８は、全停止することで、圧力容器２を
装着していない場合に連続通電して、加熱手段１０が故障することを防止することができ
る。
【００３６】
　以上のように、本参考の実施の形態においては、外部より加熱されることで内部の圧力
が上昇するよう構成した圧力容器２を加熱手段１０により加熱して加圧し、圧力容器２の
温度を温度検出手段９により検出し、制御手段１８により加熱手段１０による圧力容器２
の加熱を制御するよう構成し、圧力容器２が装着されていない場合は温度検出手段９が加
熱手段１０に接するように構成し、制御手段１８は、温度上昇率検出手段３０により得た
温度上昇率が設定値以上である場合、全停止するよう構成したから、圧力容器２が装着さ
れていないと温度検出手段９が直接加熱手段１０に当接するため、圧力容器２があるとき
に比べて異常に温度が上昇し、温度上昇率検出手段３０により得た温度上昇率が設定値以
上である場合全停止することで、圧力容器２を装着していない場合に連続通電して加熱手
段１０が故障することを防止することができるとともに、圧力容器２の有無をマイクロス
イッチ等の検知手段を必要とせず、簡単な構成で検知することができる。
【産業上の利用可能性】
【００３７】
　以上のように、本発明にかかる電気圧力鍋は、調理容量が少ない場合などで蒸気が漏れ
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ても、すぐに加熱量を低くして蒸気漏れをなくすことができ、温度むらも少なく、良好な
調理性能を得ることができるので、圧力容器内に圧力を加えて調理する電気圧力鍋として
有用である。
【図面の簡単な説明】
【００３８】
【図１】本発明の実施の形態１における電気圧力鍋の要部ブロック図
【図２】同電気圧力鍋の断面図
【図３】同電気圧力鍋の操作表示部の拡大正面図
【図４】同電気圧力鍋の調理工程でのタイムチャート
【図５】本発明の参考の実施の形態１における電気圧力鍋の圧力容器を装着していない状
態の一部切欠した断面図
【符号の説明】
【００３９】
　２　圧力容器
　９　温度検出手段
　１０　加熱手段
　１８　制御手段

【図１】 【図２】
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【図５】
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